
平成２６年度 ＮＧＯ・外務省定期協議会「全体会合」 

 

報告事項 

議題名：「ＮＧＯとＯＤＡの連携に関する中期計画」タスクフォース活動の現状報告につい

て 

 

１ 背景： 

（１）平成２５年７月の第１回連携推進委員会において，阿部大臣政務官（当時）から，「こ

れまで打ち出してきたＮＧＯ連携支援の柱を軸としつつ，ＮＧＯ側から新しい提案を受ける

形で，ＮＧＯと外務省が中長期的なビジョンや目標を共有し，それに向けて双方が連携しつ

つ，具体的な行動を考えていくことが，お互いの協力に一層の効率と効果をもたらすのでは

ないか」との提案があり，それを受け，国際協力ＮＧＯセンターの大橋理事長が，「外務省

と具体的に協議を重ねていきたい。ただし，ＮＧＯにとっては多様性が命なのでまとめるの

は簡単なことではないが，なるべく意見をまとめた方が最終的には利益になる。」と同意し

たことから，ＮＧＯ・外務省双方で議論を行い，「ＮＧＯとＯＤＡの連携に関する中期計画」

を，策定することとなった。 

（２）これを受け，平成２５年１１月にＮＧＯ，外務省及びＪＩＣＡでタスクフォースが編

成され，同月の第１回会合を皮切りに，これまでに計６回のタスクフォース会合が開催され，

意見交換が行われてきた。 

（３）これまでの議論の進捗報告として，同タスクフォースで基本的な方向性の合意を見た

事項について，以下のとおり現状を報告する。 

 

 

２ 議論の進捗報告（ＮＧＯ，外務省及びＪＩＣＡの間で基本的に合意したもの） 

（１） 目的 

 ＮＧＯによる国際協力活動は，途上国の住民の多様なニーズに応じたきめの細かい援助や，

迅速な緊急人道支援活動の実施という観点から重要である。外務省はＮＧＯを国際協力にお

ける重要なパートナーと位置付けて，これまで定期的な意見交換を重ねるとともに，平成１

８年には「ＮＧＯとの戦略的連携に向けた５カ年計画」を策定し，平成２１年度にはＮＧＯ

及び外務省双方により「５カ年計画推進チーム」を立ち上げる等，連携を強化してきた。Ｎ

ＧＯにおいては，海外での支援活動にとどまらず，ＯＤＡ政策に対する各種の提言や多様な

国際協力活動等，国際協力の主要な担い手として，その活動の幅を広げてきた。 

 上記の５カ年計画及びそのフォローアップ作業による成果を踏まえ，外務省とＮＧＯが今

後も連携を強化していくとともに，双方が，中期的なスパンで連携の基本的な方向性を共有

することで，効果的かつ効率的な国際協力活動を推し進めることができるとの考えのもと，

国際協力を取り巻く現状等にも鑑み，今後５年間を見据えた連携の第２次中期計画を定める

こととする。 

  今後の連携の基本的な方向性は以下のとおり。 



ア 外務省とＮＧＯとの連携に関しては，これまでの，①資金協力，②能力向上（活動環境

整備），③対話に加えて，④協働を含め，４本の柱を基本的な軸として取り組んでいくこ

ととし，双方は，ＮＧＯとＯＤＡがともに開発効果を向上させることを目的として，ＮＧ

ＯのＯＤＡへのこれまで以上に積極的な参画を推進する。 

イ 日本のＮＧＯの貢献による途上国の開発がより高い効果を上げるために，ＮＧＯと外務

省が多様な連携を通じて，国際協力に対する市民の理解と参加を広く促進し，さらに広く

市民の関心に基礎づけられたものにするとともに，双方は，市民によるＮＧＯ活動に対す

る認知度の向上や支援の拡大に努めていく。 

ウ 途上国における医療・保健，教育等を含む貧困削減の取組に加え，格差の是正や脆弱層

に対する配慮，防災やジェンダーの主流化，その他の新たな開発課題等について，双方は

連携して取り組む。 

エ 連携の枠組の中に途上国の市民社会組織を含めることで，日本が実施する国際協力に相

手国市民のニーズや優先度を反映させるよう引き続き努めていく。 

 

（２） ＯＤＡ政策決定過程の情報公開とＮＧＯの参加の強化 

ＯＤＡ政策決定過程における情報公開とＮＧＯの参加の強化が，ＯＤＡに対する市民の理

解と参加を促進するために重要であるとの認識のもとに，双方は以下の諸点に取り組んでい

く。 

ア ＯＤＡ大綱改定やＯＤＡ中期政策策定など、ＯＤＡの上位政策の策定、改定に当たって

は、早期の段階から，ＮＧＯ・市民社会と議論を行い，同議論の意見を踏まえるように努

める。 

イ 国際協力重点方針策定においては，引き続き，日頃の「ＮＧＯ・外務省定期協議会」等

の機会を通じたＮＧＯとの意見交換会を踏まえることとする。 

ウ ＮＧＯ連携無償資金協力（Ｎ連）の運営方針については，ＮＧＯとも事前に協議をし，

より透明性のある意思決定プロセスが確保されるようにする。 

エ 外務省は，在外公館と現地ＮＧＯとの対話の状況，及び現地ＮＧＯネットワークの状況

について調査を行う。調査に当たってはＪＩＣＡ及びＮＧＯも協力することとし，調査の

結果を踏まえて，現地ＮＧＯの意見をＯＤＡ政策に一層反映していくよう引き続き努めて

いく。 

 

（３） ＯＤＡ本体事業へのＮＧＯの参入の拡大 

ＯＤＡ本体事業に対するＮＧＯの参入を促進していくために，双方は，以下の諸点に努力，

もしくは検討を進めていく。 

ア 日本ＮＧＯ連携無償資金協力（Ｎ連）やＪＩＣＡ草の根技術協力案件の中から，当該国

の政策面への貢献や全国展開の可能性のある案件を積極的に発掘し，技プロ案件等のＯＤ

Ａ本体事業につなげていくよう，ＮＧＯ，外務省，ＪＩＣＡが協力して努力していく。 

イ ＯＤＡ本体事業によるインフラ整備などによって住民移転や周辺環境へのマイナスの

影響などが想定される場合には，ＪＩＣＡ環境社会配慮ガイドラインに則って早期段階か



らモニタリング段階までの一連の一貫したプロセスにおいて，事業の影響を受ける個人や

団体及び現地で活動しているＮＧＯといった現地ステークホルダーとの情報共有や対話

を，相手国等との協力の下，引き続き行っていく。また，ＮＧＯ等との効果的な連携を図

り，補足的に必要な事業を検討していく。 

ウ 外務省は，ＮＧＯが団体の更なる成長のために有効に活用していくことができるよう，

ＮＧＯに対する資金協力スキーム（Ｎ連）におけるオーバーヘッドコスト（一般管理費）

の拡充について検討していく。 

 

（４） ＮＧＯネットワーク及び政策提言活動への支援 

ＮＧＯ，外務省双方は，政策提言（アドボカシー）ＮＧＯのＯＤＡ政策に対する貢献と連

携の可能性に留意し，政策提言ＮＧＯに対する資金的支援の強化に向けてどのような取組が

可能か議論を継続していく。ＮＧＯは外務省のＮＧＯ活動環境整備支援事業の規模の拡大及

び更なる柔軟な運用を検討していくよう要望する。ＮＧＯは同スキームを効果的に活用し，

政府と連携し，有意義な政策提言を行うことができる。また，外務省は，Ｎ連において，政

策提言の要素を含む案件の形成が，ＮＧＯを通じたＯＤＡ事業の質を更に向上させることの

可能性に着目し，どのようにＮ連での案件形成が可能となるか検討していく。 

 

（５） 市民による多様な国際協力活動の支援環境整備 

ＮＧＯとの様々な国際協力活動に対する環境整備については，双方が，以下の諸点に取り

組んでいく。 

ア 国際協力・開発援助に関する市民の理解・認識の向上 

（ア）ＮＧＯ，外務省，ＪＩＣＡは，国際協力６０周年の広報・啓発活動に積極的に取り組

む。3者は，国際協力の認知度向上に向けて，継続的に取り組んでいく。 

（イ）将来を担う子どもたちが世界と日本との関係、日本が果たすべき役割とそれを担う多

様なアクターの存在を学ぶ、開発教育を促進する。 

イ ＮＧＯ相談員の活動内容を見直し，更なるパフォーマンスの向上を目指す。 

ウ とりわけ地方に所在する市民グループや小規模ＮＧＯに対する支援の可能性・方策につ

いて検討する。  

 

（６） 外務省・ＪＩＣＡの人材交流の促進 

ア ＮＧＯ／外務省の人材交流が双方の真の連携のために極めて有意義であることを認識

し，開発協力における多様なセクターの人材交流を目的とし，外務省・ＪＩＣＡとＮＧＯ

の人材交流を更に活性化する方途について検討していく。外務省で実施している各種の研

修においてはＮＧＯとの交流の場を設けるほか，外務省職員のＮＧＯへの派遣研修につい

て検討していく。 

イ ＮＧＯの海外プロジェクトへのＪＩＣＡボランティアの派遣やＮＧＯプロジェクトと

現場において連携した協力隊事業の実施等，ＮＧＯ事業とＪＩＣＡボランティア事業との

連携を強化する方途を検討していく。 



 

 

３．今後の議論の進め方 

（１）今後タスクフォースが議論すべき項目 

ア 日本のＮＧＯを通じた、あるいは直接的な、現地ＮＧＯへの支援と連携の質的・量的強

化 

イ プロジェクト単位を超えた支援の検討と創設 

ウ 連携を促進するためのＮＧＯ連携予算の大幅増額 

 

（２）議論のプロセスとスケジュール 

過去６回に及ぶタスクフォースで基本的な方向性が一致した項目については、連携推進

委員会に順次報告し，同委員会参加者の意見等も踏まえた上で，タスクフォースにおいて

方針を決定する。 

秋に予定されている第２回連携推進委員会までにすべての項目について議論を終了し、

今年度中に「ＮＧＯとＯＤＡの連携に関する中期計画」をまとめる。 

（了） 


